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令和７年９月５日 

 

福利厚生業務委託 企画提案募集要項 

 

１ 委託業務の名称 

  「福利厚生業務委託」 

 

２ 委託業務の内容 

  別添「福利厚生業務委託仕様書」のとおり 

 

３ 委託料の上限額 

  83円（組合員１人当たり月額単価（税別）） 

  ※ 本業務委託の契約締結にかかる上限額であり、予定価格については、この範囲内で別途算定します。 

 

４ 参加資格 

  本事業は企画提案を公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により募集をするもの

です。本プロポーザルへの参加資格は、参加意思申出書の提出期限（提出期限の末日）から契約締結まで

の全期間に渡って、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とします。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事 

再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただ 

し、手続開始決定を受けている者を除く。 

(3) 神奈川県入札参加資格者名簿において営業種目として「その他の業務請負等委託」に登録され、 

等級が「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされた者、もしくは国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお 

いて「役務の提供等」に名簿登録され、等級が「Ａ」「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされた者である 

こと。 

(4) 「神奈川県指名停止等措置要領」に基づく指名停止を受けていないこと。 

(5) 文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けていないこと。 

(6) 仕様書に示す業務内容を公正かつ的確に遂行しえる者であること。 

(7) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が確保 

される者であること。また、次の事項に該当する者であること。 

① 資本金が１億円以上であること。 

② 直近の会計年度における年間売上額が20億円以上であること。 

③ 福利厚生代行業の営業年数が10年以上であること。 

④ 直近の３会計年度における決算報告書を提出すること。また、それらの会計年度の最終損益にお 

   ける当期欠損金の額が当年度末資本金の額の20％を超えていないこと。 

 (8)  ISMS(ISO/IEC27001)の認証、もしくは、プライバシーマークを取得していること。 

 



2 

 

５ スケジュール 

(1) 参加意思申出書の受付期限  令和７年９月19日(金）17時まで（必着） 

(2) 質問書の提出期限      令和７年９月19日(金）17時まで（必着） 

(3) 質問に対する回答      令和７年９月29日(月）17時まで 

(4) 企画提案書の受付期限    令和７年10月８日(水）17時まで（必着） 

(5) 審査会の実施        令和７年10月23日(木）（プレゼンテーション予定) 

(6) 審査結果の通知       令和７年11月14日(金）（予定） 

 

６ 参加手続 

(1) 参加意思申出書及び企画提案書等の様式の入手 

参加に必要な様式は、公立学校共済組合神奈川支部のホームページからダウンロードするか、公立学

校共済組合神奈川支部健康福利グループで受け取ってください。 

(2) 参加意思申出書の提出 

「４ 参加資格」を全て満たしており、参加を希望する者は、参加意思申出書【様式１】、概要票

【様式２】及び提出書類を期限までに提出してください。参加意思申出書の提出がない場合は、本プロ

ポーザルへ参加することはできません。 

ア 提出書類 ・参加意思申出書【様式１】 

         ・概要票【様式２】 

・会社概要（資本金の額、株式上場の有無が記載されたもの） 

・直近３会計年度における決算報告書 

・神奈川県入札参加資格「その他の業務請負等委託」もしくは全省庁統一資格「役務

の提供等」の格付けを確認できる書類（写） 

・ISMS(ISO/IEC27001)の認証、もしくは、プライバシーマークを取得している

ことが確認できる書類（写） 

・提出する者の名刺 

  イ 提出部数 １部 

ウ 提出期限 令和７年９月19日(金）17時まで必着 

エ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る）、持参の場合は、土日祝日を除く８時30分～17時 

まで 

オ 提 出 先 〒231-8309 

横浜市中区日本大通７ 

公立学校共済組合神奈川支部健康福利グループ 

(3) 参加が無効となる場合 

参加意思申出書が以下の項目に該当する場合には、参加を無効とします。 

無効の場合は、令和７年９月25日(木）に通知を郵送します。 

ア 提出期限、提出先及び提出方法が適合しないもの。 

イ 参加資格を満たさないもの。 

ウ 虚偽の内容が記載されているもの。 
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(4) 質問書の提出及び回答 

企画提案書の作成に関して質問がある場合には、電子メールにより提出してください。 

  質問に対する回答は、参加資格が有ると認められた全ての参加意思申出書の提出者に対して、令和７年

９月29日（月）までにメールにて行います。 

   ア 提出書類 質問書（様式任意） 

   イ 提出期限 令和７年９月19日(金）17時まで必着 

   ウ 提出方法 電子メール（電子メール送信後に電話で送付の旨のご連絡ください。） 

   エ 提 出 先 メールアドレス：fukurikosei14@kouritu.or.jp 

                    公立学校共済組合神奈川支部健康福利グループ（電話 045-210-8168）  

(5) 企画提案書等の提出 

   本プロポーザルへ参加する方は、仕様書に基づき、提供できるサービス内容についての企画提案書及

び提出書類を期限までに提出してください。企画提案書の作成に際しては、別添『「福利厚生業務委

託」企画提案書の作成要領 』を参照してください。 

 ア 提出書類 ・企画提案書【様式３、４】 

        ・ガイドブック及び会報誌の見本 

         ・見積書（組合員１人当たり月額単価（税別、整数とする））、内容がわかるよう内訳

（例：入会金、事業運営費用、ガイドブック・会報誌作成費用、配送費用、会員証作成

費等）も記入してください。 

 イ 提出部数 ９部：正本１部、残りは複写（カラーコピー）でも可、見積書は１部 

ウ 提出期限 令和７年10月８日(水）17時まで必着 

エ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る）、持参の場合は、土日祝日を除く８時30分～17時まで 

オ 提 出 先 〒231-8309 

横浜市中区日本大通７ 

公立学校共済組合神奈川支部健康福利グループ 

 

７ プレゼンテーションの実施 

 (1) 日  時 令和７年10月23日(木）（予定） 

 (2) 場  所 神奈川県庁東庁舎（横浜市中区日本大通１）（予定） 

 (3) 実施時間 発表時間25分、質疑応答15分 

 (4) 実施内容 提出した企画提案書及びその添付資料に基づき、指定した時間内で提案内容の説明を行っ

てください。 

(5) その他  詳細は参加者にお知らせします。 

 

８ 選定方法 

(1) 審査基準 

審査会を設置し、次の基準にしたがってプレゼンテーションされた企画提案書等の内容について審査

を行い、得点がもっとも高い事業者を選定します。評価項目の各審査の着目点において、いずれか一つ

でもＥ評価を受けた事業者は失格とします。 
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評 価 項 目 審 査 内 容 配  点 

１ 業務実績 
① 公共団体及び民間企業との契約実績 
② ①のうち公共団体との契約実績 

１０ 

２ サービス内容の魅力 

① 宿泊・旅行関係 
② 飲食関係 
③ レジャー施設・エンタメ関係、リラクゼー

ションサロン関係 
④ 体育・教養・文化関係 
⑤ 生活支援・育児支援・介護支援関係 

２５ 

３ 当支部が求める重点
事項 

① 健康関連事業の充実度 
② 東京ディズニーリゾートの割引サービス 
③ Web サイト等の使いやすさ 
④ ガイドブック等の工夫、見やすさ 

３５ 

４ 業務運営体制 
① 受付体制・利便性 
② サービス内容の開拓・更新体制・利用促進策 
③ データ登録事務の簡易性 

１５ 

５ 経済性評価 
① 財務状況 
② 費用積算（見積書） 

１５ 

合      計 １００ 

(2) 企画提案書が無効となる場合 

企画提案書が以下の項目に該当する場合には、参加を無効とします。 

無効の場合は、令和７年10月16日（木）に通知を郵送します。 

ア 提出期限、提出先及び提出方法が適合しないもの。 

イ 参加資格を満たさないもの。 

ウ 虚偽の内容が記載されているもの。 

(3) 審査結果の通知 

令和７年11月14日（金）（予定） 

 

８ 留意事項 

(1)  参加に係る経費は参加者の負担とします。 

(2)  企画提案書等応募書類は返却しません。 

(3)  提出期限以降における書類の差し替え及び再提出は認めません。 

(4)  提出された書類は、選定以外の目的には無断で使用しないものとします。 

(5)  契約後、参加者名などは公表しますが、審査結果については、採用者以外は、特定されない方法で公

表します。 

(6)  発注者が、企画提案書等の作成にあたって必要となる資料等を配付した場合、その資料等は、発注者

の了解なく公表又は使用することはできません。 

(7)  契約書（仕様書、企画提案書）に定められている事項を遵守してください。 

(8) 当共済組合の判断により、補足資料の提出を求めることがあります。 

(9) 提案書は、１者につき１案のみとします。 
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９ 問合せ先 

公立学校共済組合神奈川支部健康福利グループ 

電 話 045-210-8168 

ＦＡＸ 045-664-3816 


